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�愛媛県告示第１９８号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和５年２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１９９号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和５年２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２００号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和５年２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

急傾斜地センサー設置等業
務 一式

愛媛県企画振興部デジ
タル戦略局スマート行
政推進課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和４年１２月２３日

斜面変状監視データ連携
基盤コンソーシアム
代表機関 国立大学法人
愛媛大学
愛媛県松山市道後樋又１０
番１３号

６０，２４９，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第１号の規定による

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

愛媛県データ連携基盤構築
運用等業務 一式

愛媛県企画振興部デジ
タル戦略局スマート行
政推進課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和４年１２月２８日

愛媛県デジタル基盤技術
コンソーシアム
代表者 八千代エンジニ
ヤリング株式会社 愛媛
事務所
愛媛県伊予郡砥部町北川
毛８５

１４２，８４１，６００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第１号の規定による

毎週（火・金）曜日発行 第３８６号 令和５年２月２８日

令和５年２月２８日火曜日 第３８６号
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�愛媛県告示第２０１号
建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第９条第１項の規定により、

次のとおり建築士の免許を取り消した。

令和５年２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２０２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

令和５年２月２８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第２０３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

令和５年２月２８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第２０４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和５年２月２８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第２０５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

令和５年２月２８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

気象観測カメラ設置等業務
一式

愛媛県企画振興部デジ
タル戦略局スマート行
政推進課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和４年１２月２８日
株式会社 ウェルソック
東京都千代田区丸の内３
－４－２

５５，５３８，１２０円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第１号の規定による

免許の
取 消
年月日

免許の取消しを受けた建築士 免 許 の
取消しの
理 由氏 名 二級建築士又は

木造建築士の別 登録番号

令和５年
２月６日 橋 村 英 明 二級建築士 愛媛県知事登録

第５７９２号
欠格事由該
当

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

ばりなす合同会社 訪問看護ステーションばりなす 愛媛県今治市東門町５丁目１３番地６３号 令和５年１月６日 訪問看護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

ばりなす合同会社 訪問看護ステーションばりなす 愛媛県今治市東門町５丁目１３番地６３号 令和５年１月６日 介護予防訪問看護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ＫＥＩＴＡ 訪問介護 スマイル 愛媛県今治市大西町宮脇甲１５７９番地 令和５年１月３１日 訪問介護

株式会社ＫＥＩＴＡ 訪問入浴介護 スマイル 愛媛県今治市大西町宮脇甲１５７９番地 令和５年１月３１日 訪問入浴介護
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監 査 公 表

�公表第２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和５年２月２８日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 兵 頭 竜

同 � 田 健 司

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ＫＥＩＴＡ 訪問入浴介護 スマイル 愛媛県今治市大西町宮脇甲１５７９番地 令和５年１月３１日 介護予防訪問入浴
介護

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

学 校 法 人 聖 カ タ リ ナ 学 園 令和４年１２月１６日

学 校 法 人 松 山 聖 陵 学 園 〃

東京２０２０オリンピック聖火リレー愛媛
県実行委員会（地域スポーツ課） 〃

愛 媛 国 際 映 画 祭 実 行 委 員 会 〃

愛媛県国際観光テーマ地区推進協議会 〃

土 佐 電 子 工 業 株 式 会 社 〃

愛媛県土地改良事業団体連合会 〃

四 国 薪 販 売 株 式 会 社 〃

令和４年度全国高等学校総合体育大会
愛媛県実行委員会 〃

公益財団法人愛媛県国際交流協会 〃

社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団 〃

（監査の基準）

愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付 愛媛県監査委員告示

第１号）に準拠し実施した。

（監査の種類）

地方自治法第１９９条第７項の規定による財政援助団体等の監査

（監査の着眼点）

監査の対象となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係る出納そ

の他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか。

（監査の実施内容）

令和３年度における財政的援助等に係る出納その他の事務について、

上記１１団体に対して監査を実施した。

（監査の結果）

令和３年度において実施された上記団体に対する次の補助金等に係る

出納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね

良好と認められた。

事 業 主 体 補助金等の
名 称 補助対象事業等 補 助 対 象

事 業 費 等 補助金額等

学校法人
聖カタリナ学園

令和３年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

聖カタリナ学園
高等学校の運営
費

８０４，
３１６，００２円

３５１，
２６６，０００円

〃 〃 聖マリア幼稚園
の運営費

６５，
２４７，３６７円

４０，
５８０，０００円

〃 令和３年度
愛媛県私立
学校施設耐
震改築促進
事業費補助
金

教棟の耐震改築
事業（聖カタリ
ナ学園高等学
校）

８７８，
６７２，０２０円

３０，
０００，０００円

〃 令和３年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金（幼
稚園等特別
支援教育費
補助）

聖マリア幼稚園
の障がい幼児教
育に係る運営費

２１，
７８３，２５７円

４，
７０４，０００円

〃 令和３年度
愛媛県私立
幼稚園等子
育て総合支
援事業補助
金

聖マリア幼稚園
の園舎・園庭開
放事業等

１，
０６０，０００円

１，
０６０，０００円

〃 〃 ロザリオ幼稚園
の園舎・園庭開
放事業等

１，
０６０，０００円

１，
０６０，０００円

〃 〃 聖カタリナ大学
短期大学部附属
幼稚園の園舎・
園庭開放事業等

１，
９０６，１０８円

１，
３１０，０００円

学校法人
松山聖陵学園

令和３年度
愛媛県私立
学校運営費
補助金

松山聖陵高等学
校の運営費

６７６，
０５１，１５２円

３３７，
０７７，０００円

東京２０２０オリン
ピック聖火リレ
ー愛媛県実行委
員会（地域スポ
ーツ課）

東京２０２０オ
リンピック
聖火リレー
愛媛県実行
委員会負担
金（令和３
年度財務）

東京２０２０オリン
ピック聖火リレ
ー愛媛県実行委
員会運営費

６２，
１６１，１２２円

１２，
９７４，９４４円

愛媛国際映画祭
実行委員会

令和３年度
愛媛国際映
画祭開催事
業費負担金

愛媛国際映画祭
開催事業経費

４４，
３０２，９０６円

２０，
０００，０００円

愛媛県国際観光
テーマ地区推進
協議会

令和３年度
愛媛県国際
観光テーマ
地区推進協
議会負担金

外国人観光客の
来訪促進

７９，
５０９，０００円

７９，
５０９，０００円

土佐電子工業株
式会社

令和３年度
愛媛県新成
長ものづく
り企業等総
合支援事業
費補助金

技術開発支援事
業

１５，
８４８，３３６円

１０，
０００，０００円

愛媛県土地改良
事業団体連合会

令和３年度
愛媛県土地
改良区体制
強化事業費
補助金

施設・財務管理
強化対策、受益
農地管理強化対
策、研修・人材
育成

１０，
６５４，０００円

８，
６２８，０００円

〃 令和３年度
愛媛県土地
改良施設維
持管理適正
化事業補助
金

土地改良施設の
補修、更新

４３，
４５０，０００円

１３，
０３５，０００円

四国薪販売株式
会社

令和３年度
造林事業補
助金

人工造林等 ９３，
２７８，４００円

３７，
３１１，３６０円
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�公表第３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和５年２月２８日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 兵 頭 竜

同 � 田 健 司

�������
�公表第４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

令和５年２月２８日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 兵 頭 竜

同 � 田 健 司

令和４年度全国
高等学校総合体
育大会愛媛県実
行委員会

令和４年度
全国高等学
校総合体育
大会愛媛県
実 行 （ 準
備）委員会
負担金（令
和３年度財
務）

令和４年度全国
高等学校総合体
育大会の開催準
備

２２，
６８８，０００円

２２，
６８８，０００円

公益財団法人
愛媛県国際交流
協会

令和３年度
愛媛県国際
交流センタ
ー仮移転費
補助金

国際交流センタ
ー仮移転経費補
助

１２，
３７０，９２０円

１２，
３７０，９２０円

〃 令和３年度
愛媛県外国
人支援・海
外連携推進
員設置事業
費補助金

外国人支援・海
外連携推進員設
置

３，
１２７，３４４円

１，
５００，０００円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉
事業団

令和３年度
愛媛県障が
い者スポー
ツ協会運営
事業費補助
金

愛媛県障がい者
スポーツ協会運
営費

１３，
０４８，０００円

１３，
０４８，０００円

〃 令和３年度
愛媛県パラ
アスリート
支援費補助
金

愛媛県パラアス
リート支援

５，
２１１，０００円

５，
２１１，０００円

監 査 対 象 機 関
監 査 年 月 日

団 体 名 基 本 金 等

公益財団法人
伊方原子力広報セ
ンター

設立
昭和５８年４月１日

基本金額
６，０００，０００円

県出捐額
２，０００，０００円

令和４年１２月１９日

公益財団法人
愛媛県動物園協会

設立
昭和６２年４月１日

基本金額
２０，０００，０００円

県出捐額
１０，０００，０００円

〃

公益社団法人
愛媛県園芸振興基
金協会

設立
昭和４７年３月２７日

基本金額
１２１，９５４，０００円

県出捐額
４５，０４１，０００円

令和４年１２月２２日

公益財団法人
愛媛県文化振興財
団

設立
昭和５５年１２月２６日

基本金額
１，５１７，３００，０００円

県出捐額
１，２００，０００，０００円

〃

社会福祉法人
愛媛県社会福祉事
業団

設立
昭和４７年４月１日

基本金額
１０，０００，０００円

県出捐額
１０，０００，０００円

〃

公益財団法人
えひめ女性財団

設立
平成３年４月１日

基本金額
１，０００，０００，０００円

県出捐額
１，０００，０００，０００円

令和４年１２月２３日

公益財団法人
愛媛県国際交流協
会

設立
平成元年４月１日

基本金額
１，５００，０００，０００円

県出捐額
１，０００，０００，０００円

〃

（監査委員の除斥）

地方自治法第１９９条の２の規定により、公益社団法人愛媛県園芸振興

基金協会に係る監査の実施について大西誠監査委員を、公益財団法人愛

媛県文化振興財団に係る監査の実施について�田健司監査委員を除斥し

た。

（監査の基準）

愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付 愛媛県監査委員告示

第１号）に準拠し実施した。

（監査の種類）

地方自治法第１９９条第７項の規定による財政援助団体等の監査

（監査の着眼点）

監査の対象となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係る出納そ

の他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか。

（監査の実施内容）

令和３年度における財政的援助等に係る出納その他の事務について、

上記７団体に対して監査を実施した。

（監査の結果）

令和３年度事業に係る出納その他の事務について、それぞれ監査を実

施したところ、おおむね良好であったが、一部の団体において次の事項

が認められた。

職員２名の通勤手当について、手当支給額の算定基礎となる交通用具

の「使用距離」の認定誤りにより、４７６，９００円（平成２６年４月分～令和

４年１０月分）が過支給となっていた。

（公益財団法人愛媛県動物園協会）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

特定非営利活動法人愛と心えひめ 令和４年１２月１９日

公益財団法人愛媛県動物園協会 〃
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公営企業訓令

�愛媛県公営企業訓令第１号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和５年２月２８日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則の一部を改正する訓令

愛媛県企業職員の特殊勤務手当支給規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

株 式 会 社 ウ イ ン 令和４年１２月２２日

伊 予 鉄 総 合 企 画 株 式 会 社 〃

公益財団法人愛媛県文化振興財団 〃

社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団 〃

コ ン ソ ー シ ア ム Ｇ Ｅ Ｎ Ｋ Ｉ 〃

公 益 財 団 法 人 え ひ め 女 性 財 団 令和４年１２月２３日

（監査委員の除斥）

公益財団法人愛媛県文化振興財団に係る監査の実施について、地方自

治法第１９９条の２の規定により、�田健司監査委員を除斥した。

（監査の基準）

愛媛県監査委員監査基準（令和２年４月１日付 愛媛県監査委員告示

第１号）に準拠し実施した。

（監査の種類）

地方自治法第１９９条第７項の規定による財政援助団体等の監査

（監査の着眼点）

監査の対象となった財政援助団体等の当該財政的援助等に係る出納そ

の他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行われているか。

（監査の実施内容）

令和３年度における財政的援助等に係る出納その他の事務について、

上記８団体に対して監査を実施した。

（監査の結果）

令和３年度において実施された公の施設の指定管理者に係る出納その

他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良好と認

められた。

公 の 施 設 の
管 理 委 託 団 体 公 の 施 設 の 名 称 委 託 金 額

特定非営利活動法人
愛 と 心 え ひ め

愛媛県在宅介護研修センタ
ー

５０，４１１，５００円

公益財団法人
愛 媛 県 動 物 園 協 会

愛媛県立とべ動物園 ４５８，４５０，０００円

株式会社
ウ イ ン

愛媛県生活文化センター ２０，２２２，９０４円

〃 萬翠荘 １８，９４３，７９３円

伊予鉄総合企画株式会社 愛媛県体験型環境学習セン
ター

１０，１７９，０００円

〃 えひめこどもの城 ３３５，５５１，８４８円

〃 愛媛県総合科学博物館 ２３５，１１６，４３１円

〃 愛媛県歴史文化博物館 ２３７，２７７，０４５円

公益財団法人
愛 媛 県 文 化 振 興 財 団

愛媛県県民文化会館 ２５５，８７９，６５２円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉事業団

愛媛県立愛媛母子生活支援
センター

４４，８７８，０００円

〃 愛媛県身体障がい者福祉セ
ンター

５５，６０２，０００円

〃 愛媛県障がい者更生センタ
ー

５７，６３２，０２４円

〃 愛媛県視聴覚福祉センター １０９，９０１，０００円

コンソーシアムＧＥＮＫＩ 道後公園 ５０，９８７，０００円

公益財団法人
え ひ め 女 性 財 団

愛媛県男女共同参画センタ
ー

７０，６７８，０００円

改 正 後 改 正 前

（帳簿）

第１７条 所属長は、危険作業従事命令簿（様式第１号）、用地交渉

等業務手当支給明細書（様式第５号の２）、結核病棟勤務命令簿

（様式第６号）、病理細菌取扱勤務命令簿（様式第７号）、放射

線技術勤務命令簿（様式第８号）、伝染病医療従事命令簿（様式

第９号）、精神病棟等勤務命令簿（様式第９号の２）、夜間看護

従事命令簿（様式第１２号）、救急待機命令簿（様式第１２号の

２）、夜間看護等手当支給整理簿（様式第１２号の３）、航空業務

従事命令簿（様式第１３号の２）、救急医療従事命令簿（様式第１４

号）、救急医療従事手当整理簿（様式第１５号）及び診療応援業務

従事簿（様式第１６号）を作成し、必要な事項を記入し、保管しな

ければならない。ただし、管理者の指定する電子計算機（入出力

装置を含む。以下同じ。）と職員の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用するときは、当該

（帳簿）

第１７条 所属長は、危険作業従事命令簿（様式第１号）、用地交渉

等業務手当支給明細書（様式第５号の２）、結核病棟勤務命令簿

（様式第６号）、病理細菌取扱勤務命令簿（様式第７号）、放射

線技術勤務命令簿（様式第８号）、伝染病医療従事命令簿（様式

第９号）、精神病棟等勤務命令簿（様式第９号の２）、夜間看護

従事命令簿（様式第１２号）、救急待機命令簿（様式第１２号の

２）、夜間看護等手当支給整理簿（様式第１２号の３）、航空業務

従事命令簿（様式第１３号の２）、救急医療従事命令簿（様式第１４

号）、救急医療従事手当整理簿（様式第１５号）及び診療応援業務

従事簿（様式第１６号）を作成し、必要な事項を記入し、保管しな

ければならない。
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附 則

この訓令は、令和５年３月１日から施行する。

電子情報処理組織への記録をもつて結核病棟勤務命令簿、病理細

菌取扱勤務命令簿、放射線技術勤務命令簿、伝染病医療従事命令

簿、精神病棟等勤務命令簿、夜間看護従事命令簿、救急待機命令

簿、夜間看護等手当支給整理簿、航空業務従事命令簿、救急医療

従事命令簿、救急医療従事手当整理簿及び診療応援業務従事簿の

作成、記入及び保管に代えることができる。

令和５年２月２８日 発行


